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不勤産業業況等調査に見る平成12年の不動産業  

萩 原 克 之  

1．はじめに   

財団法人土地総合研究所では、不動産市場の動向、不動産業の業況等について、的確  

かつ迅速に把握するために、旧建設省及び旧国土庁の委託を受けて平成4年10月より  

不動産業業況等調査を行っている。   

平成12年においては、三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を  

対象に、不動産業の業種（住宅・宅地分譲業、ビル賃貸業、不動産流通業）、事業規模  

（大事業者、中小業者）等を考慮の上、278業者を選定して郵送法によるアンケート  

形式の調査を実施した。   

具体的には、調査項目として①経営の状況と②取引の状況（成約、取引価格等）等に  

関する質問を行っている。   

以下、他の不動産関連指標（新築マンションの契約率、オフィスの空室率等）も検討  

しながら、平成12年の不動産業の業況について振り返ってみたい。  

（注）本調査の調査時期は、毎四半期（4月1日、7月1日、10月1日、1月1日）で   

あり、それぞれ過去3カ月間の状況等についてアンケート調査を行っている。  

2．不動産業の経営の状況について（表1。図1）   

平成12年1年間の不動産業業況指数の動きについて、時系列でみていくこととする。   

平成12年1月1日時点の経営の状況（現況）は、住宅・宅地分譲業は－8．8、  

ピル賃貸業は－37．9、不動産流通業は一33．6であり、住宅・宅地分譲業は経営  

の状態が悪いという見方がわずかに多く、ピル賃貸業及び不動産流通業は経営の状況が  

悪いという見方が多かった。   

3カ月後の経営の見通しに関しては、住宅・宅地分譲業で－10．5、ピル賃貸業は  

－24．1、不動産流通業は－11．8といずれも業況が悪化するという見方が多かっ  

た。   
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4月1日時点では、経営の現況は、住宅・宅地分譲業で8．8と前期と比較して改善  

がみられた、プラス指数に転じた。また不動産流通業でもわずかにマイナス幅の改善が  

みられたが、ビル賃貸業はわずかにマイナス幅が拡大した。   

また、3カ月後の経営の見通しに関しては、不動産流通業は、わずかにマイナス幅が  

縮小し、住宅・宅地分譲業及びビル賃貸業もマイナス幅が縮小し、住宅・宅地分譲業に  

ついては、プラス指数に転じた。   

7月1日時点では、経営の現況は、ビル賃貸業は前期と比較して改善し、不動産流通  

業ではやや改善したものの、住宅・宅地分譲業は悪化し、再びマイナス指数となった。   

3カ月後の経営の見通しに関しては、ビル賃貸業及び不動産流通業でマイナス幅の縮  

小がわずかに見られたが、住宅・宅地分譲業では再び悪化し、マイナス指数となった。  

10月1日時点の経営の現況は、住宅・宅地分譲業でマイナス幅がわずかに縮小し、  

ビル賃貸業では、前期とほぼ同様のマイナス指数を示したが、不動産流通業については、  

マイナス幅がやや拡大した。   

3カ月後の経営の見通しに関しては、住宅・宅地分譲業及び不動産流通業でややマイ  

ナス幅が拡大し、ビル賃貸業ではわずかではあるがマイナス幅の縮小を示した。   

平成13年1月1日時点では、経営の現況は、住宅・宅地分譲業で－11．2とやや  

悪化した。ビル賃貸業及び不動産流通業においても、前期と比較して悪化している。   

3カ月後の経営の見通しに関しては、住宅・宅地分譲業は前期とはぼ同様のマイナス  

指数であるが、ビル賃貸業ではややマイナス幅が拡大し、不動産流通業もマイナス幅が  

拡大している。  

3．業種別の成約・販売価格動向等について  

（1）住宅・宅地分譲業（図2）  

① 用地取得件数  

用地取得件数は、平成12年1月1日時点と4月1日時点との比較で「増加傾向」   

が21．1％から30．4％へと増加したが、7月1日時点では18．3％と減少し、   

それ以後、20％前後の水準で推移した。「横ばい」は1年間を通して概ね60％   

前後の水準を占めた。  

（診 成約件数  

成約件数については、平成12年1月1日時点と4月1日時点との比較で「増加傾   

向」がやや増加したが、7月1日時点以降は20％台前半の水準で推移し、13年1   
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月1日時点では15．8％まで減少した。一方、「減少傾向」は1年間を通して概ね  

30％前後の水準で推移している。  

③ 在庫戸数  

在庫戸数については、平成12年1月1日時点と4月1日時点との比較で「減少傾   

向」がやや増加したが、4月1日時点以降は徐々に減少し、13年1月1日時点では   

29．3％まで減少した。一方、「増加傾向」は平成12年1月1日時点の14．3％   

から7月1日時点の7．3％まで徐々に減少したが、その後増加に転じ、平成13年   

1月1日時点では22．4％まで増加した。  

④ 販売価格の動向  

平成12年1月1日時点から10月1日時点までは「低下傾向」が60％前後で   

推移していたが、13年1月1日時点で65．4％に増加した。  

（2）ビル賃貸業（図3）  

① 空室の状況  

「減少傾向」の割合は、7月1日時点の29．8％をピークにその後徐々に減少し、   

13年1月1日時点においては15．4％となった。一方「増加傾向」の割合は12   

年1月1日時点の30．2％から7月1日時点では8．5％に減少したが、その後徐々   

に増加し、平成13年1月1日時点では25．6％に増加した。  

② 成約賃料の動向  

「変わらない」が平成12年1月1及び4月1時点では55％前後だったが、7月   

1日時点では72．7％、10月1日時点では83．3％に増加した。しかし、平成   

13年1月1日時点では54．5％まで大幅に減少した。「上昇傾向」は7月1日時   

点以降0％であった。  

（3）不動産流通業（図4）   

不動産流通業については、諸般の事情により7月1時点調査を行うことができなか  

ったため、当該時点については空欄とさせていただく。また、10月1日時点調査以  

降については、サンプル数が少ないため、参考として掲載したことをご了承いただき  

たい。   
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① 成約件数の動向  

中古マンション、中古戸建住宅及び土地を総合した成約件数の動向については、   

「増加傾向」の割合が4月1日時点で24．5％であったが、その他の時点では5％   

前後と低水準であった。  

② 取引価格の動向  

中古マンション、中古戸建住宅及び土地を総合した取引価格の動向については、   

平成12年1月1日時点から10月1日時点までは、はぼ同水準で推移したが、平成  

13年1月1日時点では「下落」の割合が21．8％に増加し、「横ばい」の割合が   

減少した。  

4．平成12年1年間の業種別の業況について  

（1）住宅・宅地分譲業について   

住宅・宅地分譲業については、新築マンションの発売戸数は、年間合計でみると首  

都圏で95，635戸、近畿圏で39，737戸であり、対前年比ではそれぞれ10．  

8％、11．51％の増加となった。これに対する平均月間契約率は、首都圏で79．  

6％、対前年比0．6ポイントのプラス、近畿圏で75．7％、対前年比2．8ポイ  

ントのマイナスとなった。また、12月末の販売在庫数は、首都圏で8，903戸、  

近畿圏で6，118戸と対前年比それぞれ191戸、780戸の増加となった（〈参  

考1〉（株）不動産経済研究所「マンション市場動向」より）。これは、住宅金融公庫  

の基準金利が依然として低水準であったことや政府による住宅ローン控除制度など  

の効果で、住宅購入意欲が高まり需要が上向いたのが主な要因と考えられる。   

不動産業業況等調査においても、住宅・宅地分譲業の経営の現況は年間を通じてビ  

ル賃貸業及び不動産流通業と比較してマイナス指数（平成12年4月1日時点を除  

く）ではあるが、低水準を維持している。しかし、平成11年4月1日時点以来、は  

ぼ同水準で推移しており、なかなか本格的回復まで至らず、足踏み状態が続いている  

様子が窺われる。   

平成12年4月1日時点をみると、経営の現況は、プラス指数（8．8）となった  

が、プラス指数は、平成6年10月1日時点（4．0）以来約5年半ぶりであった。  

3カ月後の経営の見通しも今年度唯一プラス指数（1．8）を示した。用地取得件数  

では、「増加傾向」が平成6年7月1日時点（30．9）以来の30％台を示した。ま  

た、成約件数における「増加傾向」及び在庫戸数における「減少傾向」の割合が今年   
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度調査のピークを指し示した。この時期は、新規分譲マンションの成約率が80％を  

超える月もあり、販売が好調だったことがわかる＜参考1＞。また、日経平均株価も  

19，000円台の高水準で推移しており、景気が全般的に好調であった。   

しかし、7月1日時点においては、経営の現況・3カ月後の経営の見通しともにわ  

ずかではあるが悪化し、再びマイナス指数となった。日経平均株価も19，000円  

台から16，000円台まで下げており、景気の動向に歩調を合わせるように住宅市  

場にも悪化の兆しがみられはじめた。10月1日時点では経営の状況指数にやや改善  

がみられたが、平成13年1月1日時点では再び悪化するという推移を示した。3カ  

月後の経営の見通しについても7月1日時点以降マイナス10％前後の指数となって  

いる。   

在庫戸数における「増加傾向」という回答が7月1日時点を境に増加に転じ、成約  

件数における「増加傾向」も4月1日時点以減少に転ずるなど、住宅市場は徐々に悪  

化する方向にある。  

（2）ピル賃貸業について   

ビル賃貸業に関しては、空室率は平成11年において東京23区・、東京都心5区と  

もに5．1～6．0％、大阪で7．5～9．0％の水準を示しており、ここ数年で最  

も悪い水準であった。しかしながら、平成12年においては、東京23区・都心5区  

ともに3％台まで低下した。これは、外資系やIT関連企業を中心に需要が増加し、  

空室率を低下させたものと思われる。一方、大阪では年間を通して8％台後半の水準  

にあり、改善の傾向はあまりみられていない＜参考2＞。   

本業況等調査においては、経営の状況はマイナス指数ではあるが、徐々に改善され．  

てきた。しかし、平成13年1月1日時点では悪化に転じ、今年最悪の指数となって  

いる。また、空室の状況及び成約賃料の動向ともに平成13年1月1日時点では悪化  

する方向にあり、今後の動向が懸念される。  

（3）不動産流通業について   

不動産流通業についても、経営の状況はマイナス水準にあり、10月1日時点以降  

悪化に転じ、平成13年1月1時点ではピル賃貸業と同様、今年最悪の水準となった。  

3カ月後の経営の見通しも今年最悪の水準にあり、さらに悪化するものと見込まれる。   

成約件数の動向における「増加傾向」の割合は、4月1日時点では、住宅・宅地分  

譲業の成約件数における「増加傾向」と同様に高くなったが、その後再び5％前後の  

低水準を示しており、景気の動向に大きく左右されたことが窺える。   
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取引価格の動向においては、平成13年1月1日時点で「下落」の回答が21．8％  

に増加し、「やや下落」の回答と合わせた割合は、今年最も大きい割合を占める結果と  

なった。   

不動産流通業においても今後の見通しに改善の兆しがみえないばかりか、さらに悪  

化する可能性があり、依然として厳しい状況にある。  

［はぎわ ら かつ ゆき］  

［土地総合研究所 調査役］   
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表1 不動産業業況指数（経営の状況）   

1．住宅・宅地分譲業  

平成12年1月1日  平成12年4月1日  平成12年7月1日  平成12年10月1日  平成13年1月1日   

現  況   －8．8   8．8   －5．8   －1．7   －11．2   

3カ月後   －10．5   1．8   －7．5   －12．7   －12．0   

2．ビル賃貸業  

平成12年1月1日  平成12年4月1日  平成12年7月1日  平成12年10月1日  平成13年1月1日   

現  況   －37．9   －39．3   －23．3   －22．7   －41．1   

3カ月後   －24．1   －12．5   －3．4   －1．5   －8．9   

3．不動産流通業  

平成12年1月1日  平成12年4月1日  平成12年7月1日  平成12年io月1日  平成13年1月1日   

現  況   －33．6   －27．2   －24．6   －27．．8   －40．9   

3カ月後   －11．8   －7．9   －6．0   －11．1   －29．1   

不動産業業況指数＝（（良いとする回答数×2＋やや良いとする回答数）  

－（やや悪いとする回答数＋悪いとする回答数×2））÷2÷全回答数×100  

注：不動産業業況指数は、回答の全てが経営の状況を良いとする場合＋100を示し、回答の全てが  

経営の状況を悪いとする場合は－100を示す。  

＜参考＞ 日本銀行。短観（企業短期経済観測調査）より「業況判断」（「良い」－「悪い」・％ポイント）  

不動産業  平成11年12月  平成12年3月  平成12年6月  平成12年9月  平成12年12月   

主要企業   －3   0   9   18   9   

中小企業   －14   －11   －10   －4   －3  
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不動産業業況指数の経緯  

図1…1 経営の状況  

トト住宅・竜地分譲棄  

‥○‥ ピル賃貸業  

一也一不動産流通業  

10／110／410／710／1011／111／411／711／1012／112／412／712／1013／1  

図1－2 3カ月後の経営の見通し  
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く参考1〉  

首都圏新築マンション供給戸数他推移  

5月   8，458  41．6   6，814  59．6   80．6   8，514  A12．7   

6月   8，50針  58．5   7∫06鋸  了9．9   83．1   8，114  A16．9   

了月   7，704…  16．9   6，224  26．1   80．8   8，236   ▲1了．1   

8月   3，919毒  10．3   了3．7   了，984   A20．4   

9月   了，430i   了7．5   8，250 A23．6   

10月   10，42鋸  2．0  81．3   8，449 血19．6   

11月   8，360  5．4   11．4   73 9，153   A18．7   

12月   5，9叫   1了t2   21．8   78．3   8，712   A21．6   

平成12年1月   4，224≡  21．5   10.1 68．1   8，063 A19．0   

2月   9，5坤  38．8  83．5   7，465  A17・2   
3月   9，083】   A5．9  6，149を  81．6   7，298㌢  ▲18．9   

4月   了，9901   43．8   6，15了⊆   44．1   7了．1   了，932§  ▲了．0   

5月  7，134 A15．了   5，42了≒  A20．4   了6．1   8，080…  A5、1   

6月   8，8叫  4・4   7，389弓   4・5   83．2   了，93引  ▲2．2   

了月  9，081≡  17．9   79．6  8，450  2．6   

8月   12、7  鋸．了   了，7叫   A2・5   

9月   7，、298  Al．8  爛■要害  75．4   8，253ぎ  0．0   

10月   9，904  了，9了7   A5．9   80．5   8，6叫  2．3   

11月   8，629  4J18（                                A5．0                    3．2   6，58引  了．1   了6．3   8，863  ▲3．2   

12月   9，4   59・5   7，g94  了1．5   84．2   8，9031   2・2   

資料ニ㈱不動産経済研究所「マンション市場動向」  

注1．首都圏：東京凱神奈川県，埼玉県，千葉県   
2．リ、ノ¶トマンションは含まず  

12，000  

10．000  

8†000  

6，000  

4．000  

2，000  

0  

川年12月l】年2月  4月  6月  8月   相月  12月  蔓2年2月  4月  6月  8月   相月  12月  

12，000  

10，000  

8，000  

6†000  

4，000  

2，000  

0  

10年一2月】1年2月  4月   6月   8月   tO月 】2月 12年2月  4月  6月   8月   

kunugi
長方形



近畿圏新築マンション供給戸数他推移  

供給 戸数  発売月契約戸数   発売月  

年 月  戸数  満車比（％）  言廠∧′＋1宙毎疏て％）  契約率（％）   戸数  「前年比（％）   

平成8年（1996）   44，430   15．1   36，103∃   22．1   81．3   6，185   ▲6．2   

平成9年（1997）   33，147   A25．4   …含ぷi芦 まヲ去：喜   74．8   7，449   20．4   
平成10年（1998）   29，452   ▲11．1  70．8   7，224  l  A3．0   
平成11年（1999）   35，625   21．0   34．2   78．5   5，338   A26．1   
平成12年（2000）   39，了37   11．5   了5．了   6，118   14．6   

平成10年12月   2，703   29．5  27，967臣                  32：2…；婁  3  83．5   7，224   l   

平成11年1月   1，048   ▲10．6   728  15．2   69．5   6，275巨  A13t了   
2月   3，731   了4．1   3，042 115．9   81．5   5，931F   A18．2   
3月   4，289   34．9   3，533  58．4   82．4   
4月   2，356   29、1   1，864  47．2   了9．1   5，了34  A2仁9  
5月   2，104   ▲8，9   1，538  A2．9   73．1   5，268  ▲30．1   

6月   3，1了0   30．9   2J548喜  41．8   80．4   5，142   A31、1   

7月   3，450   38．4   80．0   5，122   A30．3   
8月   1，583   ▲2．1  71．6   5，118   ▲30．0   

9月   3，514   2了．4  封  77．了   5，070   A33．2   
10月   4，4了6   62．0  75．6   5，31了   ▲30．8   
11月   3，474   A14．6   2，902 A2．7   83．5   5，200   A32．7   
12月   2，430   ▲10．1   1，8叫  A20・0   74．3   5，338   A26．1   

平成12年1月   1，382   31．9   1誹4  44．8   76．3   5，096   A18．8   
2月   4，551   22．0   3，595‡  18．2   79．0   5，280   ▲11．0   
3月   4，1了6   ▲2．6   A3．6   81．6   5，135   AlO．4   
4月   2，848   20．9   12．2   73．5   5，284   ▲3、2   

5月   2，976   41．4   3，406≦                 2，092■                 2，2了2  4了．了   76－3   5，330   1．2   
6月   3，668   15．7   2，803  76．4   5，551   8．0   

7月   3，832   11．1   2，787  72．7   5，869   14．6   
8月   1，402   All，4   1，000  10．0                  1．0                 All．8   了1．3   5J521   7．9   
9月   4，017   1．1   68．了   6，077   19．9   

10月   3，980   14．3   2，759  3，析7【   A9・0   77．3   6，127   15．2   
11月   4，440   2了．8   3，279  13．0   73．9   6，329   21．7   
12月   2，465  1．4  1，965  8．8   79．7   6，118   14．6   

資料：㈱不動産経済研究所「マンション市場動向」  

注1．近畿圏：大阪府，兵庫県，京都府．奈良県卜滋賀県仁和郡山県   
2．リゾ】トマンションは含まず  
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く参考2〉  

オフィス市場・空室率（東京■大阪）  

6月   4．了   4．6   6．3   

9月   4．9   4．8   6．6   

12月   5．4   5．3   7．3   

平成11年3月   5：3   5．1   7．5   

6月   5．6   5．6   8．3   

9月   6．0   6．0   8．6 

12月   5．9   5．9   9．0   

平成12年3月   5．2   5．1   8．9   

6月   4，6   4．5   8．9   

9月   4．2   4．0   8．8   

12月   3．8   3．6   8．了   

賃料：生駒シーピー・リチャ山ドエリス㈱「OFFICE MARKET REPORT」  
注1．東京都心5区は、千代田区、港区、中央区、新宿区、渋谷区  

注2．調査対象ビルは階数か4楷以上の賃貸用オフィスでエレベータ【付のもの  
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